
第３回マンション標準管理規約の見直しに関する検討会 

２０１０年９月２９日 

 

 

【山岸課長補佐】  それでは委員の皆様もおそろいですので、ただいまから「第３回マ

ンション標準管理規約の見直しに関する検討会」を開会させていただきます。本日は委員

の皆様方におかれましては、大変ご多忙のところご出席いただきまして、ありがとうござ

います。またマスコミの方ですけれども、カメラ撮りにつきましては、冒頭から議事に入

る前までの間に限らせていただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは議事に入ります前に、資料の確認をさせていただきます。お手元の「マンショ

ン標準管理規約の見直しに関する検討会 議事次第」と題しました１枚紙に、配付資料の

一覧を記載させていただいております。本日は合計３点の資料を用意させていただいてお

ります。それぞれの資料の右肩に、資料ナンバーを振らせていただいております。本体資

料といたしましては資料１から資料２の２種類、そして参考資料といたしまして１種類の

資料を用意させていただいております。資料に欠落等がございましたら、議事の途中でも

結構でございますので、事務局にお申し出いただければと思います。今の段階で何か欠落

等、もしくは資料が足りないということがございましたら、教えていただければありがた

いですけれども。とりあえず大丈夫でしょうか。 

 本日の議事は、お手元にお配りしております議事次第のとおりでございます。もしカメ

ラ撮りの方がいらっしゃる場合は、ここまででよろしくお願いいたします。なお、ご発言

の際は、挙手の上ご発言をしていただければと思います。それでは以降の議事進行につき

ましては、鎌野委員長にお願いいたしたいと存じます。鎌野委員長、よろしくお願いいた

します。 

【鎌野委員長】  本日、多少涼しくなりましたけれども、お忙しい中どうもありがとう

ございました。以下、座って進行させていただきたいと思います。 

 本日は議事が２つありますけれども、主なものは個別論点の検討ということで、前回の

続きでございます。それで予定ですと、既にご案内のように、パブリックコメントに向け

た検討というのが本日と、それから次回と、２回に分けて行います。ある程度、事務局の

ほうでそういった案をご用意いただきましたので、その資料１、資料２、それに基づきま

してご議論いただきたいと思います。まず事務局からご説明をお願いします。 
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【山岸課長補佐】  それでは事務局から、資料１、資料２、そして参考資料について説

明させていただきます。まず資料１「見直しの論点について」という紙ですけれども、ま

ず前回お配りしていました資料から、構成は特に変えてはおりませんけれども、この検討

会での議論を踏まえて、新たに加わった論点につきまして、従前は５．で一括して整理し

ていたのですが、今回は例えば総会に関するものであれば１．の総会の部分に割り振って

います。ということで、５．にあったものが一部、１．なり、２．なりというところに構

成を若干変えてはおりますけれども、大きな柱は変えておりません。また、全体的には、

主な指摘点ということで、今までいただいた指摘点をまとめたものと、改正の方向性とい

うことで、パブリックコメントに向けて、今の事務局の案としてこういう方向で改正して

いくのかなということで取りまとめた結果を、こんな方向性だということで、書かせてい

ただいております。 

 それでは早速１番目ですけれども、「総会における議決権の取扱いの適正化」ということ

で、まず最初「委任状、議決権行使書の取扱いの明確化」という論点でございます。白紙

委任状の取り扱いに関しては、前回から議論いただいておりますけれども、白紙委任状に

ついて、最初の事務局案では無効という形で書かせていただいていたんですけれども、無

効というのはおかしいんじゃないのかと。判例でも、白紙委任状だから当然無効だという

整理にはなっていないということもございまして、ただ、その一方で、白紙委任状を正面

から認めるということもなかなか適切ではないんじゃないかということで、結局その３番

目のポツの部分ですけれども、委任状に代理人の氏名の記載のない場合は議長に委任した

こととみなすという方向で考えるのが無難じゃないかというご意見もいただいておりまし

た。 

 そして改正の方向性ですけれども、白紙委任状の効力自体を制限するような記載は設け

ないと。ただ、白紙委任状の使用等でトラブルになっている事例もあるということで、白

紙委任状の様式に「代理人を記載していないものは議長に一任したものとみなす」という

形で記載させていただいております。具体的に、資料２に改正案ということで、今の事務

局の一つの試案ということで書かせていただいておりますけれども、２ページ目の⑥の部

分がまさにこの白紙委任状の取り扱いということで、今申し上げましたことが書かれてお

ります。 

 そして、２番目「賛否の記載のない議決権行使書の取扱いの整備」、資料１に戻りますけ

れども、では賛否のない議決権行使書の取り扱いはどうすればいいのかということで、今
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までいただいたご指摘として、賛否の表示のない場合は賛成と取り扱うという記述を設け

ることでどうかと。株式会社の総会の例でもそうなっているのではないかというご指摘を

いただいておりました。そこで事務局のほうで、会社法、株式会社の場合、どういう扱い

がなされているのかということを整理させていただいております。参考資料をごらんいた

だければと思うんですけれども、こちらが株主総会の招集の手続や、議決権行使書の書面

の内容ということでして、端的に申し上げますと、参考資料の２ページ目、議決権行使書

面ということで、会社法施行規則第６６条第２号を見ますと、議決権行使書面の中に記載

する内容が書かれております。そこの第２号におきまして、提出された場合における各議

案について、特に記載がないような場合について、賛成、反対、棄権のいずれかの意思の

表示があったものとするかの取り扱いの内容ということで、賛成とするのか、反対とする

のか、または棄権とするのかということで、事前に決めて書いておくというような取り扱

いがなされているということで、今回、マンションの総会にもこういう形で応用できるの

ではないかということも考えられます。 

 そしてまた資料１に戻りますけれども、「賛否の記載のない議決権行使書の取扱いの整

理」の２番目のポツですけれども、議決権行使書に賛否の表示がない場合には、一律に賛

成とみなすというのは、なかなか実務的にも難しいんじゃないのかと。むしろ棄権という

ことで、定足数には含めるけれども、賛成とか反対ということでは取り扱わない方向でい

いのではないかというご意見もいただいております。それで、改正の方向性、これは事務

局の試案ですけれども、とりあえず今の段階としては議案の賛否の記載のないものは棄権

と扱う旨を、今の案としては書かせていただいております。 

 そして２つ目ですけれども、先ほど説明申し上げました、会社法施行規則を参考にしま

して、議決権行使書の様式の中に賛否の記載のない場合は、賛成、反対、棄権のいずれと

みなすかについて、あらかじめ記載しておくことが考えられるということを、標準管理規

約のコメントに記載しておくという形で対応できるのではないかという形で、今の案はそ

うなっております。それが資料２の２ページ目の⑤の「なお」以下ですけれども、結局そ

の書面の様式の中に賛成、反対、棄権、いずれかということを書いておけばよいのではな

いかと。そういうことも考えられるということで書かせていただいております。 

 そして、また資料１に戻っていただきまして、２ページ目「議決権行使書と委任状の違

いの整理」ということで、こちらはあまり、議論といいますか、こうすればいいんじゃな

いかと多くの意見が出ていたわけではないんですけれども、ただ、書面による議決権の行
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使ということと代理人による議決権の行使ということの違いが明確になるように書いたら

どうだということでしたので、改正の方向性ということで、そういった形でコメントを書

く方向でまとめさせていただいております。 

 そして２番目「区分所有者の委任を受けて議決権を行使できる代理人の範囲の拡大」と

いうことで、その代理人の範囲をどうするのかということですけれども、こちらは資料２

の新旧形式になっておりますもの、３ページ目をごらんいただければと思いますけれども、

今回新しく第４６条第５項ですけれども、どういった方が代理人の範囲になるのかという

ことで、各号列記とさせていただいております。新しく加わったところは、その第１号の、

組合員の配偶者又は一親等の親族ということで、こういった方々であれば代理人の範囲と

して拡大しても構わないのではないかということが考えられます。あとはそのまま、第５

項の文言を各号列記にしただけという形になっております。 

 そして第６項、ここも議論をしていただければありがたいと思っているんですけれども、

現在の規定では、代理人は、代理権を証する書面を理事長に提出しなければならないとな

っているんですけれども、こちらを「組合員は」ということで修正しております。実態上

は本人が、組合員が事前に理事長室といいますか、総会の前に委任をするということを書

面で持って来られることが普通だという実態に照らし合わせると、実は第６項というのは

実務とは若干離れた取り扱いをしていると。それであれば現場で混乱が生じないように、

実務に合わせまして、組合員があらかじめ代理権を証する書面を理事長に提出しなければ

ならないという形で規定してはどうだろうかと。これも一つの案ということで議論をして

いただければということで案をつくらせていただいております。 

 ７項、８項、９項、１０項につきましては、代理人は自分を証明する身分証を総会の場

に持ってきてくださいという、手続論的なことを書かせていただいております。 

 そして３番目、資料１にまた戻りますけれども、「総会の決議内容の明確化」ということ

で、こちらは特に異論といいますか、反対のご意見という形ではあまりなかったんですけ

れども、経常的な補修費の範囲ですとかその解釈、適切な運用のための措置に関する検討

についてです。事前に経常的なものについて、収支予算及び事業計画として総会の承認を

受けているような場合について、今までの取り扱いであれば事前に総括的に承認を得たと

いうことで、１件１件、その議案ごとに改めて決議をしていなかったものについて、そこ

は本来、総括的に承認をするというよりも、１件１件、ちゃんと総会の場で決議すること

が望ましいんではないかということで、こういったコメントを書かせていただいておりま
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す。こちらは前回から変わっておりません。 

 そして２番目、資料１の３ページ目ですけれども、２．で「執行機関（理事会）の権限

の明確化・適正な体制の確保」ということで書かせていただいております。こちら１番目、

理事会決議事項に共用部分の管理ですとか保存行為の内容について明記したらどうかとい

うことで、前回までの主な指摘点ということでは、同一内容の契約の更新とか、頻繁に起

こるようなものではなくて、１年に１回でいいようなものについては、わざわざ理事会と

いう形にしなくても、総会で決めるほうが透明性が高くていいんじゃないのかというご意

見もございました。またマンションの戸数規模によっても、総会を開くことが困難な場合

も、大きなマンションですとそうですので、そういった場合には戸数規模にも配慮といい

ますか、考慮する必要があるのではないかといったご意見もございました。また、理事会

の権限をある程度強化といいますか、できる権限内容を大きくするのであれば、その行動

を監視、監督する仕組みについてもあわせて検討する必要があるのでないかといったご意

見ですとか、あと、経常的な支出の承認についても規定を設けたらどうか、そういったご

意見もいただいておりました。 

 そして、改正の方向性ですけれども、そういったご意見を踏まえまして、理事会の決議

事項に経常的な経費の支出の承認・不承認という話と、未納の管理費の請求等の法的措置

の追行を明記しております。特に②につきましては、既に規定上は理事会の権限ではある

んですけれども、それを確認的に記載するということで、今考えております。そちらの条

文といたしましては、資料２の７ページ目なんですけれども、そちらに第６項、第７項と

いう形でつけ加えております。 

 そして改正の方向性、資料１にまた戻って恐縮なんですけれども、コメントにおいて以

下の内容を記載するということで、今資料２の、新旧形式になっているものもそうなんで

すけれども、共用部分の軽微な変更及び狭義の管理行為については、総会の決議により決

することが区分所有法上の原則ではあるんですけれども、相当数の住戸があって、組合員

を代表する理事の数も相当数あるような大きなマンションなど、そういう個々のマンショ

ンの実態に応じて、理事会の決議事項として規約に定めることも可能だということで、ど

ういった具体的な行為がそれに該当するのかということを、実態に応じて理事会の権限事

項とすることも可能ではないかということを書かせていただいております。ただ、そうす

る上では、あらかじめ総会の承認を得て、細則などに具体的に定めを置くですとか、あと

利益相反行為とならないように監査機能を強化することですとか、総会への事後承認・報
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告ということは必須ですよと、そういったことに注意が必要であるということをコメント

に書かせていただいております。 

 また、新旧形式の資料２の８ページ目の②ですけれども、これも保存行為ですとか、共

用部分の管理の具体化ということですけれども、経常的な管理行為であっても、総会の決

議事項となる狭義の管理行為に該当するのか、もしくはその総会の決議事項とはならない

保存行為に該当するのか、不明確な場合があるということで、あらかじめどういった行為

が保存行為に該当するのか等々、規約や細則に定めておくことが考えられると。しかし、

何も具体例がないとなかなか決めにくいということもあると思いますので、例えば３２条

第１号に掲げる業務、そういう管理、清掃とか、あとは簡単なペンキの塗りかえですとか、

窓ガラスの取りかえなど、一応の目安としては月々の管理費で賄える範囲のものというこ

とで、そういった行為は通常の保存行為に該当すると。そういった形で少し具体例と言い

ますか、こういった方針が考えられるということまでは記載しております。そういった形

で取りまとめる方向で本当にいいのか、もしくは具体例をちゃんと書き下したほうがいい

のかといった点についても議論いただければと思います。 

 そしてまた資料１に戻りますけれども、３ページ目の「理事長の勧告及び指示等の明確

化」ということで、こちらも前回から特に変えてはおりませんけれども、総会の決議を経

て義務違反者に対する措置等をとるという、規約の６６条、もしくは理事会の決議を経て

理事長が訴追行為を行うという、６７条が、どういう関係に立つのか、どういう手続が必

要なのかということをコメントで明確化してほしいということがございましたので、明確

化する方向で取りまとめております。 

 そして３番目「役員の資格要件である「現に居住する」要件の緩和」ということで、こ

ちらも大きな論点になってまいります。今の条文案ですと、資料２の１７ページ目ですけ

れども、こちらに、現に居住する要件等の緩和ということで書かせていただいております。

で、今まで出た意見としては、組合員要件を緩和して、占有者、借家人にまで一気に緩め

てしまうというのは行き過ぎじゃないかと。利害相反の可能性が大きいと。なので居住要

件の緩和ということで検討すべきではないかと。ただ、実態として、同居の配偶者なり一

親等という方々に限っては、組合員要件も緩和していいんじゃないかということで、今の

案といたしましては、３５条第２項になりますけれども、理事及び監事は、組合員又はそ

の配偶者若しくは一親等の親族ということで、今まで○○マンションに現に居住するとい

う要件がございましたけれども、その居住要件は今はとっております。そして基本的に組
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合員じゃないといけないということではあるんですけれども、その配偶者、もしくはその

一親等の親族までならよいのではないかというご意見もございましたので、それを踏まえ

まして、今そこまで組合員の要件を広げた形で書かせていただいております。こちらもい

ろいろ議論があるかとは思いますけれども。 

 そのコメントにおきまして、外部の専門家の活用ということが、資料２の１８ページ目

の⑥ですけれども、各分野の専門的知識を有する者等に対しても資格要件を認めることも

考えられるということと、あと、⑦ですけれども、現に居住する組合員が役員の過半数を

占めるなど、定数要件を定めると。一定の方については現に居住する組合員という、今ま

でどおりの要件を適用することも考えられるのではないかということで書いております。

⑧は、役員は機動的に開催される理事会へ出席することが求められるということで、そう

いった点も踏まえて役員を選んでくださいということを書かせていただいております。 

 そして次、資料１の４ページ目、（４）「法人が区分所有者である場合の役員資格の明確

化」ですけれども、こちらにつきましては資料２の１９ページ目、２０ページ目に改正案

ということで書かせていただいております。もともと、現に居住するということ云々が書

かれていまして、今回その要件を緩和するということで、若干書きぶりを変えております。

今までの書きぶりに合わせまして、管理組合役員の任務に当たることを当該法人の職務命

令として受けた者に限定する等ということで、どういった人がなれるのかということにつ

いて規約や細則に定めておくことが望ましいということで、今の案としては書かせていた

だいております。 

 駆け足で、また恐縮ですけれども、その次「役員の理事会への代理出席規定の明確化」

という、資料１の４ページ目ですけれども、こちらについては役員の資格要件の緩和とい

うことを今やろうとしておりますので、代理出席をする人の範囲ということについては、

特に拡大はしないということです。配偶者または一親等の親族につきましては認められて

いる――判例でも出ておりましたけれども、認められているということですので、この範

囲については特に今回は変える必要はないのではないかと考えております。 

 そして資料１の５ページ目「役員の報酬額の規定の明確化」ということで、こちらは月

額にするとか、欠席した場合等は報酬を支給しないと。このあたりも特に前回からは変え

ておりません。 

 そして資料１の６ページ目「管理組合による適正な管理の推進」ということで、長期修

繕計画の内容・５年ごとの見直しということでして、こちらにつきましても、明確に何年
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と言うことは難しいところですが、定期的な見直しを行うことに意味があるという形で書

かせていただきたいと考えておりまして、改正の方向性ですけれども、既存のコメントで

おおむね５年程度ということで、とりあえずその表現を維持したいという形で、今の案と

してはなっております。そして長期修繕計画作成ガイドラインを参考に行うことが望まし

いということも、コメントで明記した形にしております。 

 次の２番目「管理組合における分譲後の原始規約の再確認」。こちらは前回いろいろご議

論いただいたんですけれども、前回、４分の３以上売れた場合とか、そうした場合、年限

はいつまで、何年間までに開かなきゃいけないのかといったご議論をいただきました。ま

たその説明を、例えば規約を作成した方、分譲業者ですとか管理業者にしていただくとい

うことであれば――ただそれは重要事項説明との関係はどうなるのかということで、急に

重要事項説明のような話が出てくるのもおかしいのではないかといったご意見もいただき

ました。 

 結局、委員長からもご指摘をいただきまして、その規約内容の説明をすることに意味が

あるのか、もしくは規約内容を自分たちで見直すことに意味があるのかと、そこは事務局

で整理をしてくれということでご意見をいただきましたので、事務局で考えをまとめさせ

ていただきまして、改正の方向性にもあるんですけれども、内容を見直すということに意

味があるということですので、今回、できるだけ早期に検討することが望ましい旨をコメ

ントに記載すると。また法改正ですとか、状況の変化等を踏まえて、管理組合において定

期的に規約の見直しを行うことが望ましい旨をあわせて記載するという方向で取りまとめ

をさせていただければと思っております。具体的には資料２の２７ページ目になるんです

けれども、今申し上げたような形で書かせていただいております。 

 次に、資料１の７ページ目ですけれども「新年度予算成立までの会計処理規定」という

ことで、こちらも特に前回、これと違うほうがいいんじゃないかという意見はいただかな

かったんですけれども、会計年度をまたがるようなもの、もしくは経常的な支出の承認に

ついては理事会の決議事項としてくださいということでしたので、そういった形で今、取

りまとめております。 

 そして４番目「財産の管理等に関する整理」ということで、こちらも特に前回ご指摘い

ただかなかったんですけれども、マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則、

それが５月１日に施行されたということを踏まえまして、技術的な修正という形をさせて

いただいております。 
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 あと資料１の８ページ目で「多様なマンション形態に対応した管理規約のあり方」とい

うことなんですけれども、こちらも前回、幾つかご意見をいただきまして、団地型、複合

型がございますけれども、結局団地型にしても複合型にしても、さまざまなタイプのマン

ションが存在するということで、コメントを充実して使えるようにしておくということも

考えられるのではないかと。ただ、そうは言っても、何を標準とするのかということに関

しては、なかなか合意形成というのは難しいんじゃないかと。ただ、例えば分権型という

形で、最初に事務局のほうから提案させていただいたものも、結局共用部分がないのに管

理組合をつくっても何をしてもらうのかよくわからないということで、共用部分の存在と

切り離して管理組合というものを新たに設けても、あまり実質的な意味がないのではない

かということでご議論いただきました。改正の方向性で書かせていただいているんですけ

れども、多様なマンションの形態に対応した管理規約のあり方につきましては、引き続き

実態把握等を行う必要があるということで、今後の検討課題という形にさせて頂ければと

考えております。 

 資料２におきましても、特に改正案という形ではないんですけれども、資料２の３３ペ

ージ目、こちらは団地型ですけれども、結局どういった形の団地を今の標準管理規約の対

象としているのかという前提条件のようなものが、総論の部分で書かれております。前回

いろいろご指摘をいただいた中で、そういう前提条件をちゃんと書いたほうがいいのでは

ないかというご指摘をいただいていたんですけれども、こちらを確認させていただきます

と、こちらにいろいろ、こういった団地型のマンションを対象にしています、また、こう

いった複合型のマンションを対象にしていますということが、総論部分のコメントで書か

れておりまして、これ以上、特に何か新しくつけ加える必要性があるのかといった点につ

いても、今回議論していただければありがたいです。事務局として確認をした限りでは、

これ以上新たにつけ加えても、逆に混乱を生じるだけなのかなというところもちょっとご

ざいまして、またご議論いただければと思います。 

 こちらが「多様なマンション」ということで、あとは最後「その他」ということで、資

料１の９ページ目ですけれども、「共用部分の範囲等に関する整理」ということで、これも

委託契約書と管理規約の、どういった形で整合性をとるのかということで、共用部分の範

囲を、管理委託契約書に書かれている記載ぶりに合わせたらいいのではないかと。同じ国

が出しているものですので、何か意味があって違うというわけでもないですので、その趣

旨が特に異ならないのであれば、合わせておけばいいのではないかということで。ただ、
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趣旨が異なるのであれば、もちろん違ってもそれは構わないということだったんですけれ

ども、特に趣旨が異なることもないのだろうということで、今の案としては委託契約書の

書きぶりに合わせた形にしております。 

 そして資料１の１０ページ目ですけれども、「緊急時の管理組合の専有部分への立入請求

権」ということで、こちらも前回は特に大きな議論はなかったのですけれども、前回の案、

事務局側の記載ミスと言いますか、若干、委託契約書のほうと書きぶりが違うところがご

ざいましたので、委託契約書の書きぶりに合わせるような形で書かせていただいておりま

す。その内容というのが資料２の３９ページ目、４０ページ目になるんですけれども、緊

急の場合に立ち入ることができると書くのか、立ち入りを請求することができると書くの

かというところで、前回、第２回目で出させていただいたものは、そういった緊急の場合

でも請求することができるという形で、結局占有者に請求するということだったんですけ

れども、緊急時の場合に請求だけできてもあまり意味がないということもありますし、委

託契約書のほうでも立ち入ることができると書かれていることも踏まえますと、今回、委

託契約書の書きぶりに合わせまして、資料２の４０ページ目、最後のページですけれども、

下線が引いてある上の部分、必要な範囲内において、他の者が管理する専有部分等に立ち

入ることができると書いておりますけれども、そういった形で今の案としては書かせてい

ただいております。事務局からの説明としては以上です。 

【鎌野委員長】  どうもありがとうございました。あと９０分強ございます。大きく論

点が５つございます。したがって、１つの論点について大体１０分から２０分ぐらいまで、

それぞれご意見をいただきたいと思います。 

 まず最初の、資料１の１「総会における議決権の取扱いの適正化」について、この中に

さらに幾つかの重要な論点がございますので、特に順番は決めませんので、この資料２な

ども参照していただいて、これについてご質問、あるいはご意見をいただきたいと思いま

す。どこからでもどうぞ。お願いします。はい、委員。 

【委員】  済みません。この資料１を基準にして言いますと、１ページ目の一番下から、

２ページ目の上の、議決権行使書の取り扱いについての改正の方向性なんですけれど、こ

こはちょっと踏み込み過ぎているんじゃないかなというのが私の意見です。確かに会社法

には議決権行使書の取扱いについての定めがありますが、例えば規約で、どういう取り扱

いにするのか定めておくことが望ましいというふうな書き方を仮にするとすると、それは

国交省のほうではそういう定めをすれば、その規約は有効で、裁判でも勝てるとおそらく
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みんな思うんじゃないかという気がするんですね。そういう理解で果たしていいのかどう

か。 

 確かに株式会社では、議決権行使書についてああいう定めがありますけれども、株式会

社の場合はやっぱり細分化された株主という、転々流通していく株主というその地位、そ

れに伴う議決権の行使だから、集団的・画一的に処理する必要があると思うので、それは

それで意味があるんですけれども、これは区分所有法で、要は民法の分野に属することな

ので、果たしてそれでいいのかどうかという議論をしたほうがいいんじゃないかなと思い

ます。もしこういう書きぶりをすると、例えば複数の部屋を持っている人は、議決権を２

つ持つわけですけれども、そうすると１つの議決権は賛成票にすると。で、もう一つは反

対にすると。そういうことも可能ではないのかとか、そういう議論に発展していく可能性

があるんじゃないかなという気がしていますし、それと、これに近いような選択肢で、実

はマンション管理士の試験問題も幾つかつくられていると思うので、そちらの解答との整

合性もちょっととったほうがいいかなと思います。とりあえず以上です。 

【委員】  いかがでしょうか。今回事務局のほうから具体の案を、資料２ですと、２ペ

ージの⑤のところに作成していただきましたけれど、これについて。前回も大いに議論の

あったところですけれども、いかがでしょうか。はい、委員。 

【委員】  私もこの案をいただいたときに、委員と全く同じ感想を持ちまして、本来区

分所有というものの性質というのは、本来は共有というところから始まっていて、で、そ

の共有の持っているものに対しての議決ということを考えていくと。これに対して会社法

の場合は、基本的には共有とかそういう話ではなくて、もっと人間関係も希薄な、社団と

いうことですから、全く同列に扱うということは基本的には望ましくはないのではないか

と。最終的には委員もおっしゃったように、争われたときに、その規約自体が有効かどう

かというのは、裁判所が個別で判断するんでしょうけれども、マンション標準管理規約と

いうのは、基本的に標準管理規約ですから、それにお墨つきを与えるかのような踏み込ん

だことをここに書く必要はあるのだろうかということを少し疑問に思っております。以上

です。 

【委員】  どうもありがとうございました。はい、どうぞ。委員。 

【委員】  私もお二人の意見に賛成なんですけれど、会社法って、大体の株主って、全

く共益権的な、つまり団体の運営に全く興味がなくて、受益権だけしか興味がないという

実態も踏まえてこういうふうになっているんですね。やはり議決権行使というのは区分所
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有者の意思ですから、そこに会社法の施行規則を持ってきて、これがあるから同じような

取り扱いをしてもいいんじゃないかというようなことを標準管理規約の中で書くというの

は、ちょっといかがなものかなと思います。 

【委員】  今、お三方とも、事務局で整理していただいた、資料２の２ページ⑤のとこ

ろですね。そうするとここは、前半の部分、すなわち賛否の記載がないものについては棄

権したものとして取り扱うのが望ましい。それから後半の部分が、規約とか使用細則にお

いて賛成、反対、または棄権のいずれかの意思表示があったものとする取り扱いの内容と

して記載しておくという、２つのことがあると。これは特に、ご発言があった委員として

は、とにかく⑤については特に標準管理規約、標準型の規約を示す場合に全くコメントで

も書く必要がないというのか、あるいは前半の部分だけはよろしいとか。もしそのあたり

補足していただければと思いますけれど。 

 ですから賛否の記載がないというのが出てきた場合に、実際にそういうものがあろうか

と思いますけれども、その場合もあとは運用に任せるというか、標準型としてこれを棄権

と取り扱うと。望ましいという形で示さないほうがいいということなのか、あるいはここ

までは書いておいていいのではないか、そのあたり、何かご意見があれば伺いたいと思い

ます。はい、委員。 

【委員】  何も記載がない場合に、取り扱いを決めていないと、そこでまたトラブルに

なりますので、議決権行使というのは、議決権を行使する前提で使うものですから、何も

記載されていなければ棄権という形で扱う形でよろしいんじゃないかと思います。 

【委員】  そういうご意見。委員どうでしょうか。 

【委員】  そもそも棄権って何なのかというと、わかりにくいと思うんですよね。先ほ

どのお話では、定足数には数える、出席には数えるということなんだけれど、そうだとす

ると、あとは可決するかどうかという、賛成かそれ以外かというふうになると思うので、

棄権というのは、普通一般的に使う言葉なんだけれど、取り扱いとしては現場では結構混

乱するんじゃないかと思うんですね。だからそこをどう、この棄権という言葉をそのまま

使ったほうがいいのかどうかというのも、ちょっと疑問に思うのと、そもそも議決権行使

書で賛否が記載していないものがあらかじめ来たら、なるべくそれは、どっちなんだとい

うことをあらかじめ事前に、できるだけ確認するようにという、そういうコメントがいい

んじゃないかなと思います。で、なお書きのところはちょっとおかしいかなと思うので、

ないほうがかえっていいかと思っています。 
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【委員】  いかがでしょうか。はい、どうぞ。委員。 

【委員】  ご意見に大方賛成でございます。１回目の会議のときに、真っ先に話題にな

ったことだったと思いますけれど、意思表示が明確でないものを、意思表示をしたという

ふうにみなすような運用は、少なくとも好ましくないといいますか、問題があるのではな

いかということが議論の発端であったように記憶しておりますので、少なくともそういう

運用にならないように配慮すべきだと思います。以上です。 

【委員】  どうもありがとうございました。はい、どうぞ委員。 

【委員】  大方の方は、皆さん反対のようでございますけれど、私ども現場で実際にや

っているほうからしますと、非常に難しい問題と言えば、そうなんです。これまでにも、

法律家の方とかあるいは弁護士さんとかにもご相談したことはあります。ありますが、回

答は、私どもがこういうことをしたいと言うと、それはちょっとまあまあと、こう来るわ

けですね。で、結果、最終的には、やるならやってもしようがないね、あとは裁判になっ

たときに白黒つけてもらうんですねと、こういうふうになるんですよ。でしたら、私ども

は、できるだけ賛成というふうに持っていったほうがやりやすいと言えばやりやすいとい

うことなんです。したがいまして、今回はここまで書いていただいたので、これだったら

ば皆さん選択するものがあるということですので、いいのかなというふうに思っていたと

いうことでございます。以上です。 

【委員】  どうもありがとうございました。多分ここの問題としては、表現はともかく

として、２つの問題があって、議決権の行使のあり方として、それを賛成票と見るのか、

反対票と見るのか、あるいは何らの意思表示がないと見るのかという問題と、それから委

員のご意見の中にも、おそらくそのベースには総会の定足数ということがあって、とにか

く議決権は行使したんだから、それは出席扱いにはすると。ただ、何らの意思表示はしな

いという。だからその２つをここで明確に区別し、あるいは、もしコメントで書けるなら

わかりやすいようにするという。ですから全くそれを、出席扱いにもしないのかどうかと

いう問題があろうかと思いますね。そうすると多分事務局のご意見では、最初の、前半の、

棄権としたものと、そういうのが望ましいというのは、棄権なんだけれども出席扱いはす

ると。ですから定足数などには入れると。そういうことだろうと。ですからそのあたり、

改めてまた考える必要があろうと思います。そのほかに何か、ご意見あるでしょうか。次

回また、事務局のほうで。 

【委員】  ちょっとよろしいでしょうか。 
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【委員】  はい、どうぞ。委員。 

【委員】  ちょっと本来の、今の議論と違うんですが、この総会における議決権の取り

扱いの適正化という、資料１の１ページ目のこの四角の箱の中で、今この議論しているの

は議決権の取り扱いの適正化なので、この四角い箱の４行目で「また、タワーマンション

など」というところで、「そもそも、総会による議決等を前提とした組合運営には限界があ

る」と書かれたら、今ここで議論していることに意味がないので、ちょっとこの文章はご

検討いただきたいと思います。 

【委員】  どうもありがとうございました。それと関連して、私のほうからちょっと。

できるだけ私からは発言を控えたほうがいいのかもわかりませんけれども、忘れないうち

に……。具体的な字句の問題ですので、本日お話ししなくてもいいのかわかりませんけれ

ど、資料２の１ページから２ページにかけて、議決権の行使と、それから代理人による議

決権の行使について、コメントで、どちらかというと自分で議決権を行使しなさいという

書きぶりですよね。代理人にゆだねてしまうという点でということで、何かちょっと否定

的なニュアンスが……。 

 したがって２ページの２行目、「組合員が総会に出席できない場合は、書面による議決権

の行使によって、組合員が主体的に各議案ごとの賛否の意思を表示することが望ましい」

と。ですからこの標準管理規約のこのコメントでは、できるだけ書面による議決権の行使

をしなさいという方向なんですけれども、書面による議決権の行使というのは、そこに挙

がっているのは、普通決議ですと、管理者から議案の要領しか示されていないというのが、

多分一般的だと思うんですね。管理費の値上げについてだけしか。ですからそれで賛否を

決しろというのは、ちょっとむちゃな話なので、それよりはしかるべき配偶者などの代理

人を選任して、現場でのいろいろな具体の意見を聞いて、自分のかわりに意思表示をして

もらうということもあろうかと思うんですね。ですから一概にこういうことは言えないん

だろうと思いますね。ですからちょっとこのあたりをご検討というか、各委員にも考えて

いただきたいということで、ちょっと申し上げておきます。 

 そのほかに何かございますでしょうか。（２）の代理権の範囲のほうも、事務局として、

たたき台ということで案を示していただき、それから前回、ちょっと私が申し上げたこと

を配慮していただいたんですかね。４６条関係で、いわゆる委任状は組合員が提出すると

いうようなことなので、現行の標準管理規約では代理人が代理権を証する書面を理事長に

提出しなければいけなというので、両方というか、そういうのが現場であると混乱してし
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まうのでということで、具体の表現は、資料２の３ページのところの「組合員は」という

主語に６項を書いていただいたということで、このあたりもぜひご意見を伺えればと思い

ます。はい、委員。 

【委員】  前回、成年後見人のお話もあったと思うんですけれども、成年後見人の場合

は法定で決まるので、ここに特に目出しをしなくても含まれるということで理解すればよ

ろしいでしょうか。 

【事務局】  そうですね。事務局の理解としては、成年被後見人、後見人につきまして

は民法の大原則と言いますか、例えば組合の役員になる人も、未成年者はなることができ

ないとあらためて書いていないのと同じように、未成年者がなって悪いかどうか議論はあ

るかもしれませんけれども、ある意味意思表示をする上での大原則ということですので、

特に今回はここには明記していないということです。 

【委員】  よろしいでしょうか。いかがでしょうか。あるいは３番の「総会の決議内容

の明確化」。そこのところはコメントですけれども。それではもし何か後でお気づきでした

ら、戻って発言いただいても結構ですので、次に進みたいと思います。それでは資料１で

言えば、２の「執行機関（理事会）の権限の明確化・適正な体制の確保」について、これ

について何かご質問、ご意見がございましたら。はい、委員。 

【委員】  済みません。７ページ、資料２の下のほうなんですけれども、管理に関する

事項について、理事会の決議事項として規約に定めることもできると。ただし、次のこと

について注意しなさいということについて、「理事会の決議事項とする内容については、あ

らかじめ総会の承認を得て細則などに具体的な定めを置くこと」、これ自体は悪くないんで

すけれど、基本的に管理に関する事項は総会で前提としていろいろ決議しなさいという、

そういう原則になっていますから、そうだとすると、理事会におろす場合には、規約であ

る程度明確にしておかないといけないと思うので、その言葉を加えておかないと、いきな

り細則で定めてもどうかなという気がするのが、まず１つです。 

 それと、同じ７ページの、これは後でもいいのかもしれませんが、上のほうの右側です

ね。論点を踏まえた整理として考えられるもの、これの５４条６項で、５８条第３項に定

める承認又は不承認と書いてあるんですけれど、５８条３項というのが趣旨がよくわから

ないので、これ多分引用の違いじゃないかと。 

【委員】  今回改めて案として出てきたんじゃないですか。この同じ資料で言えば２９

ページですかね。ちょっと事務局のほうでご説明を。先ほどなかったものですから。 
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【事務局】  済みません。事務局からですけれど、資料２の２９ページ目の、実は５８

条３項におきまして、経常的な費用ですとか、長期間かかるような工事の経費につきまし

ては、理事会の決議事項にするということで、そもそも「理事長は」ということになって

いるんですけれども、そこの明確化ということで、今回理事長の決議事項という項目にも

新しく加えたものです。実質は何も変わっていないんですけれども、どういった権限が理

事会で決めることができるのかということを、もう少しわかりやすくするためにつけ加え

ているということで、新しく３項をつくって、今の改正案を前提にここに書かせていただ

いております。 

【委員】  済みません、もう一個いいですか。 

【委員】  どうぞ。 

【委員】  ８ページなんですけれど、②のちょうど真ん中あたりに、「例えば」というこ

とで、経常的な小修繕ということで、簡単なペンキの塗り替え、集会室の窓ガラスの取替

えって書いてあるんで、これ自体に特に反対ではないんですけれども、法務省参事官室の

『新しいマンション法』で、共用部分の保存行為というのはどういうのかって見ると、具

体例として出ているのが、もうちょっと狭目な書き方をしてあるんですね。だからそこを

どうするのかということと、あと、保存行為を一々全部列挙するかというと、これはやっ

ぱりなかなか、各マンションの状況によっても違うと思うので、例えば「これこれなど」

という、書きぶりとしてはこういう感じでいいかと思うんですけれども、これ何となく、

この括弧内を見ると、若干広いように見えないかなというのが多少気になっています。 

 それともう一つ、そのページの下のほうのなお書きのところで、保存行為のうち、特定

の事項（施行業者との工事請負契約の締結など）と書いてあるので、これは多分、上に書

いてあるような具体例での請負契約の締結という、そういう趣旨なんだろうとは思うんで

すけれども、これもちょっとつながりがわかるようにしておかないと、工事請負契約を締

結するというと結構大がかりな工事が多いかなという気がするので、ちょっと整合性がと

れているのかなというふうに疑問が出てくる可能性もあるかなと思います。 

【委員】  どうもありがとうございました。そのほか何かございますでしょうか。はい、

委員。 

【委員】  委員からそういうお話がありまして、私も若干気にはなっておったんですが、

基本的に、具体的に何が管理行為に当たるかどうかという、最終的な話は裁判によって決

せられるという話ですから、そういう面では、どこかで個々の事例によるとか、そういう
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留保をつけておいたほうがいいのではないかなというのが１つと、それともし例として挙

げるとすれば、簡単なペンキの塗りかえはいいかとしても、集会室の窓ガラスの取りかえ

も、じゃ今まで一重窓だったのが二重サッシになった場合はどうなのかと、もっと大きい

窓になったらどうなのかとか、いろいろ考えられますので、少し例を変えたほうがいいか

なと思っていた次第でございます。以上です。 

【委員】  どうもありがとうございました。ちょっと事務局のほうでご検討お願いしま

す。そのほか何かございますでしょうか。はい、委員。 

【委員】  資料２の８ページ目の３行目ぐらいのところなんですけれども、理事会で決

められるものがそんな大きな、重要なものじゃないとなるとあまり危惧することはないん

ですが、理事会で決める場合も、区分所有者の意向をしっかり踏まえて決するというのが

基本ですから、情報開示は大事であり、かつもちろん事後承諾という形で報告が重要です

が、例えば物によっては区分所有者の意向を事前に把握するような配慮が必要であること

もあると思います。後で、こうやりましただけではなく、状況によっては事前に居住者に

アンケートをとるとか調査をするとかいうようなことが必要なものもあるのかなというこ

とで、事後報告だけではなく、区分所有者の方の意向を踏まえる努力をするような趣旨が

あったらいいと思います。 

【委員】  どうもありがとうございました。はい、委員。 

【委員】  私どもが現場で実際にやっているものと、多少考え方が違うのかなという部

分があります。大体、今ここで出ているものは管理行為というふうにとらえております。

予算をつくる場合に、年間にかかる小修繕の費用はある程度予算化しておりまして、それ

によってできるように議決をとるわけですね。保存行為というものは緊急――急を要する

危険な場合というような形で、これは予算が場合によってはなくとも対処しなきゃいけな

いと。例えば外壁の剥落があって、すぐ直さないと危険だというようなケースですね。こ

ういった場合は予算がなくともとりあえず工事をして、臨時総会を開いて承認をとるとか、

そういうような対処という形になっているんですね。保存行為というのはそういう程度の

ものという考え方になっているんです。ですので若干、これですとちょっと広めなのかな

という、管理行為という形のものを主に考えてやっているということでございます。以上

です。 

【委員】  わかりました。どうもありがとうございました。そのほかございますでしょ

うか。今の保存行為、管理行為、それからおそらくもう一つ重要な論点は、役員の資格要
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件ですね。そして今回事務局のほうから具体的な案としては、資料２で言うと１７ページ

のように、３５条２項「現に居住する組合員」というのを、「現に居住する」というのをと

って「組合員」として、そしてさらに「又はその配偶者若しくは一親等の親族」というこ

とで、拡大された案が提示されました。このあたりのご意見がもしございましたら。賛成、

反対、あるいは棄権、いろいろあるでしょうけれど、ぜひご意見を事務局のほうは伺いた

いという。はい、委員。 

【委員】  教えていただきたいんですけれど、これは組合員が本来なるんだけれど、組

合員がなれない場合はその配偶者、もしくは一親等の親族と読むんでしょうか。組合員も

やって、その奥さんもやって、親族もできるというのは、この条項で３個権利があるとち

ょっと混乱すると思うし、まさかと思いますが、そうした権利を悪用することがあっては

いけないので、これは本来は組合員なんだけど、その人ができない場合のかわりにと読み

取るのでしょうかという質問でございます。 

【事務局】  もちろん原則はそうだと思うんです。確かに書きぶりだけからすると「組

合員又はその配偶者若しくは」ということなので、組合員、配偶者、一親等のだれか一人

ということだとは思うんですけれども、そういう意味で確かに、「組合員ができない場合

は」という形で順位づけが必要であれば、そういう形で書いたほうがいいのかもしれませ

ん。ちょっとそこは議論があるところかとは思います。 

【委員】  場合によってはコメントで書くかどうかですね。あるいは書く必要はないか

ということもあるでしょうけれど。趣旨としては、その組合員というので、そこで点を打

って、または、ですから……。あとは組合員が、おそらく解釈としてなれないような場合

は、その組合員の配偶者か一親等内の親族かと。はい、どうぞ。 

【委員】  今の委員のご意見を昇華する１つの案といたしまして、この第２項「理事及

び監事は、組合員又はその配偶者若しくは一親等の親族のうちから」という、ここを、「組

合員のうちから総会で選任する」というふうに第２項を切りまして、第３項に「前項にか

かわらず」とか、そんな書きぶりというか書き出しで、組合員が役員に就任することがで

きないと言うとちょっとおかしいんですけれど、組合員がとにかくなれない場合には、例

えば、当該専有部分の組合員の配偶者もしくは一親等の親族のうちから総会の決議を経て

選任することができるとか、ここを第１項として、こういうのを項で分けるような配慮が

あると、委員のご意見にあったような誤解がかなり小さくなるのではないか、誤解を生ず

るおそれが小さくなるのではないかと考えました。以上でございます。 
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【委員】  どうもありがとうございました。書きぶりの問題もございますけれど、内容

はこのぐらい拡張して、あるいは現に居住するという要件を外してよろしいかどうかと、

非常に大きな改正というか改訂になると思いますけれど。いかがでしょうか。これまた申

しわけない、私の意見を申し上げさせていただきますと、組合員、これ区分所有者ですか

ら必ずしも住んでいる必要はないと。そうするとこのままですと、住んでいない、そこに

現に居住していないような配偶者とか一親等内の親族、こういうのもなり得ると。 

 ですから想定されるのは、居住する組合員がいるけれども、その組合員はなれないと。

ですが、その配偶者あるいは一親等内の親族というのは現行ではできないんですけれども、

これですとできるという趣旨は、おそらく多くの場合には、同居の配偶者とか一親等内の

親族とか、そういうことなのかなと。と申しますのは、あくまでもこれは先ほどの代理出

席ではなくて、だからそれと区別しなくてはいけないのであって、総会で選任するときに、

ただその組合員の配偶者だから、一親等内の親族だからと、いわば他の組合員から全く顔

が見えないような人も選任される可能性があるので、それでもよろしいのかということで、

やはり理事とか監事というのは、そこで議案を提出したりして集会にかかわるので、そう

いった意味では区分所有者では全くない、そして住んでもいないような配偶者とか一親等

内親族というのが、いわば理事会の中に入って議案の提出をするのに加わるということに

ついては、やはり検討を要するのではないかということ。だから代理人の場合とはちょっ

と区別する必要があるのかなという、ちょっと意見を申し上げておきます。 

 その点、あるいは他のご意見があれば……。いや、やっぱりこのままでよろしいという

ご意見もあろうかと思いますが。おおむね拡大の方向というか、現に居住するという要件

については緩和するというか、外すというようなことでよろしいでしょうかね。だからこ

そ、配偶者とか一親等内の親族についても外しちゃっていいのかなというのが。ちょっと

申しわけございません、しゃしゃり出まして。 

 またこれも、戻っていただいて結構ですけれども、今度は資料１の３の「管理組合にお

ける適正な管理の推進」、これについてご意見、あるいはご質問があれば伺いたいと思いま

す。長期修繕計画、それから分譲後の原始規約の再確認、前回も大いにご意見をいただい

たところです。それから新年度予算成立までの会計処理規定、財産の管理に関する整理、

このあたり、どこからでも何か。はい、委員。 

【委員】  済みません、２６ページ。 

【委員】  資料２ですね。 
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【委員】  資料２です。⑨で「なお」のところで、修繕積立金の設定とか見直しについ

て十分考慮することが必要であると書いてありますけれど、管理組合自身でなかなかこう

いうことをきちっと見直したり、設定ができるかというと、難しいと思うんですが、任意

の資格なんですけれど、たしか管理業協会でマンション維持修繕技術者とか、そういう資

格をつくったと思うんですね。そういったたぐいの専門家の活用も考えられるとか、何か

そういうことを書いてあげるといいかなと思います。 

【委員】  ほかのところにもマンション管理士などの云々という、具体名を示してあり

ましたね。ですからそれの専門家がいれば、そういうのを例示しておくというご意見です

ね。そのほかいかがでしょうか。長期修繕計画。あるいは先ほどご説明がありましたよう

に、原始規約についてこういう案が出てきて、事務局のほうとしてもご意見を伺いたいと

いうことですので、ぜひ原始規約の点についてご意見を伺えればと。委員。 

【委員】  原始規約についてですが、このコメントは非常に私はいいと思います。基本

的に、前回も、買うときに重要事項説明で説明されるじゃないかというご指摘もありまし

たが、多くの方はあまりそこに気をとられていないという現状――私が住宅購入経験者に

アンケート調査をすると半分の人が重要事項説明、そんなことをしてもらった記憶がない

と言われていますし、さらに残りの半分の人は、契約当日、つまり契約の前にされたと回

答されています。ですから、規約の内容をしっかりと考慮して、住宅を買っているといい

がたいわけです。そういう現実を考えますと、一定の期間を置いて、見直しもそうですが、

やはり内容をちゃんと確認して、そして問題があれば、ディベロッパーさんとか管理会社

は悪意があってやっているわけじゃなくても、現状に合っていない、あるいはもうちょっ

と細かい項目を決めておきたいというものが出てくると思いますので、そういったものを

早期の時点でしっかりと見直して、そしてそのベクトルの向きをしっかりつくるというこ

とは大変いいことだと思いますし、その際に、ここに例えばという、専門知識を有する人

の活用などもということも含めて、非常に私は現状を考えると的確なコメントではないか

なと思います。もうちょっと個人的に言うと、もっとコメントじゃなくて、もっと強く押

し出してほしいという気がしますが、現段階ではこのぐらいで、これを当たり前にしてい

けたらいいなと思います。 

【委員】  どうもありがとうございました。いかがでしょうか。はい、委員。 

【委員】  今のところに、２７ページですね、ちょうどコメントの①の下のほう、３行

なんですけれども、「その際、必要に応じ、マンション管理士などの専門的知識を有する者
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の知見の活用を考慮することが望ましい」と。これ悪くはないんですけれど、それと、マ

ンション管理士って国がつくった資格だから活用したいというのもよくわかるんですけれ

ど、ほかにも専門家っていうのはいるわけですから、できれば３３条とか３４条のほうに

区分所有管理士とか、まあ弁護士は入れるのはどうかわからないですけれど、いろいろ書

いてあるので、そういう意味でマンション管理士じゃなくて、ほかの資格もちょっと入れ

ていただくか、あるいはもう「マンション管理士などの」というのをとってしまって、専

門的知識というふうに、どっちかにしたほうがいいかなと思っています。 

【委員】  そのあたりは全体との、専門家についての書きぶりと平仄を合わせるという

ことでしょうね。ですけれど、一方では具体的にそういう専門家はどういうのがいるのか

なということを例示するのも必要で、それを適切に例示するということに。なかなか大変

だと思いますけれど。はい、どうぞ、委員。 

【委員】  委員のご意見に関連しまして、確かに３３条及び３４条関係のコメントで、

②で管理組合が支援を受けることが有用な専門的知識を有する者としてはということで、

例示がされております。ここに統一するということに関しましては、全く異議ございませ

ん。したがいまして、例えばこのままでいくようでしたら、適宜、３３条及び３４条関係

コメントも参照といった案内をコメントでしていただけますとよろしいのかなと思います。

以上です。 

【委員】  どうもありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。はい、委員。 

【委員】  前回に私のほうから申し上げました２つ、１つは滞納に関する件、これは入

っておりますので、いいかなと思います。もう一つ、文書類の保存についてということで

お願いしたんですが、これが入っていないようですので、できれば規約３２条、管理組合

の業務の中に文書類の保存に関する業務を加えていただけないかなと。会計関係の書類に

ついては６４条の、会計の徴収類の保管がありますので、そこのところに保存年限等につ

いて触れていただけないものかなと。補足でそれぞれ、コメントで保存年限等が入ればよ

ろしいんではないかなと思います。以上、お願いしたいと思います。 

【委員】  これについて委員から事務局のほうに、前回こういったことなんだけれども、

特に今回入っていないけれどもと……。何かご説明あるでしょうか。あるいは特に、別に

あえて削除したわけではないとか、特別に理由はある……。そのあたり。 

【事務局】  事務局からですけれども、ご指摘いただいた点、抜けておりまして申しわ

けございません。事務局のほうで確認したときに、マンション管理標準指針を平成１７年
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に策定しておりまして、そこで文書の保管に関して、どう取り扱うことが望ましいという

ことが記載されておりまして、そこでは特に年限を切ったりとか――ただ、利害関係者か

ら求められた場合は適切に出すということが記載されているんですけれども、今回いろい

ろ事務局のほうで考えたときに、何年がふさわしいかとか、個別事案によって、保管でき

るならもちろんずっと保管しているほうが望ましいですし、求めに応じて出すということ

はある程度当然なところもありますので、どこまで年限とか書き切れるのかなというとこ

ろで迷っておりました。記載ぶりがなかなか難しいということと、既存の指針の中で標準

的な取り扱いということで書いたものが現在ございますので、それ以上何を書こうかとい

うことでちょっと思い悩んだところもありまして、若干そのあたりで今回特に、こちらの

案という形では記載していないというところでございます。この年限について、事務局の

ほうでも考えたときに、非常に悩ましかったので、そのあたりご議論いただければ事務局

としては非常にありがたいところでございます。 

【委員】  年限の問題と、委員のご意見は、文書管理・保存自体を入れたほうがいいん

じゃないのかと。そして年限については、もし可能であればコメントにということですか

ら。むしろ前半のほうはどうですかね。 

【事務局】  前半のほうについては、入れることに関して特に問題はないかと思います

ので、検討させていただきます。 

【委員】  そうですね。はい、どうぞ。委員。何か補足がありましたら。 

【委員】  例えば永久保存、永年保存に該当するようなものを具体的にコメントなどで

書いておくということも可能ではないかと思います。あと、会計書類ですね。一番問題に

なっていますのは、会計書類の保存について、何年保存すればいいのかというのが一番多

いので、その辺を少し詰めていただければいいかなと思います。 

【委員】  はい、委員。 

【委員】  済みません、今の単棟型の標準管理規約の７０条に、細則という条文があっ

て、いろんなことについて別に細則を定めることができると書いてありますから、ここに

例えば文書の保存規定についての細則という形で、文書の保存という言葉を入れるとか、

そういうふうにして注意喚起するといいんじゃないかと思います。 

【委員】  そうですね。多分大事なご指摘で、それをどういうふうに盛り込むかという

問題だろうと思いますが、それ自体は多分異論がないと思います。当然、規約とか議事録

とかというのは区分所有法上定めがあるので、そして別に区分所有法に規定があるからと
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いって、この標準管理規約ではそれを確認の意味で規定を設けていたり、コメントでつけ

加えたりしているので、そのあたりもう一度、現行の規約を精査していただいて、委員の

ご意見もありましたように、どういうふうに盛り込むか、あるいは場合によっては盛り込

む必要がないのか、次回までにご検討いただければ。 

【事務局】  わかりました。 

【委員】  はい、委員。 

【委員】  ちょっと確認なんですけれど、管理組合の業務として、文書の保存・保管と

いうことを書くということなんですけれど、それは規約とか議事録以外の文書ですね。 

【委員】  そういう趣旨ですね、委員。 

【委員】  ですよね。 

【委員】  いや、管理組合業務の中に文書の保管がきちんとできなきゃいけませんよと

いうのを入れてもらいたい。あと、それを細則等で文書……。 

【委員】  規約とか議事録は法律上、管理者に保存義務がありますよね。保管義務は管

理者ですよね。 

【委員】  それがわからない。 

【委員】  それの罰則とかもあるので、管理組合にその保管義務を渡すと、罰則とかそ

ういうことの関係がよくわからなくなってしまうんですけれど、ちょっとその辺だけ気に

なるという。 

【委員】  そうですね。それは整理していただいたほうがいいと思いますね。保管義務、

どこなのか、管理組合のところに書くのか、理事長というか管理者のところに書くのか、

あるいは理事会そのもののところに書くのか、そのあたりは……。そしていろいろと、そ

の文書の種類によっても違うでしょうからね。 

【委員】  多分、管理者なんですよね。 

【委員】  雑則で一まとめにして、１条を設けてというのも考えられるかもしれないで

す。 

【委員】  そうですね。では次回まで、その点ご検討お願いします。 

【事務局】  わかりました。 

【委員】  そのほか、何かございますでしょうか。はい、どうぞ。委員。 

【委員】  （４）の財産の管理等に関する整理というところで、資料２ですと３１ペー

ジになるんですけれど、ここで２列あって、右側の「論点を踏まえた整理として考えられ

 -23-



るもの」の下のほう、６０条に第７項というのをつくっていただいているんですね。この

規定というのは追加している規定で、おそらくは６７条の理事長の勧告とか指示とか、そ

ういうのを参考にされておつくりになったと思うんですけれど、ここで言う第４項で「未

納の管理費等及び使用料の請求に関して、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追

行することができる」というのは、管理組合を代表してやるということになりますが、こ

のような概念は区分所有法にないものなんですね。ですから民事訴訟法とか、そういうも

のをよりどころとした規定だと私は理解しております。区分所有法が言っているのは、あ

くまで理事長を管理者とした場合には、その職務につき区分所有者を代理して行うものと

いうことになります。その場合は、区分所有法の中でも原告または被告というような表現・

記述になるんですけれど、ここの第４項で「管理組合を代表して」というふうになってい

ることと、新しく案としてつくっていただいたこの７項の中で「原告又は被告となったと

きは」というふうになっていることの、法律上の整合性というんですかね、この辺に問題

がないのかどうか。これは先生方に確認をさせていただきたいと思います。 

 もう一つは、今まで第７項のような規定がなかったというのは、むしろこれが区分所有

法の要請に基づく管理者の訴訟追行権ではない関係で、必ずしも設けなくてもよかったか

ら、なかったんだと思うんですね。これは管理組合運営上のことを申し上げますと、それ

に乗じているというわけではありませんが、むしろ規約の定めに基づいて、原告になった

から区分所有者に遅滞なく報告しなさいということに拘束されない点で、いい面もあった

のかなと。ちょっと無責任で恐縮なんですけれど、そのように考えております。言いかえ

ますと穏便に配慮したような内容で、非常にスマートであったところを、果たしてこの第

７項をかように規定する必要があるかどうか。その辺をちょっと意見させていただきまし

た。以上でございます。 

【委員】  どうもありがとうございました。はい、委員。 

【委員】  今の点に関してですが、管理組合が訴訟を起こす場合には２通りのやり方が

ありますね。団体が原告になる場合と管理者が原告になる訴訟担当の場合とです。この４

項の法文はどっちつかずの書き方がされていて、管理者としての理事長が原告になる場合

なのか管理組合そのものが原告になるのかが曖昧なんです。後者なら主語は「理事長」で

はなくて「管理組合」のはずですし、前者すなわち管理者としての理事長が原告になる場

合であれば、主語は「理事長」でいいですが、｢理事会の決議により｣という部分が気にな

ります。区分所有法２６条４項には「総会の決議」とありますが、同項は別段の定めを許
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していないので「理事会の決議により」という部分はこれに抵触しているのではないかと

の疑問があるからです。 

【委員】  この４項は現行の３項をそのまま持ってきたので、別に今回、事務局から新

たに……。 

【委員】  それはわかっているんです。 

【委員】  ですけれども、だからそのままほうっておいていいというわけではなくて、

今回、もしそのあたり……。 

【委員】  現場で混乱しませんかということ。 

【委員】  そういうあれですね。幸い、今まではあまり、この規定でどうのこうのとい

うのはどうやらなかったようですけれども。ちょっとこの際、ご意見がお二方から出まし

たので、整理をしていただければと思います。その点いかがでしょうか。あるいは。はい、

委員。 

【委員】  済みません、今のことと関連しちゃうんですけれど、細かいですが、私の読

み間違いなのかもしれませんが、７項のところで「理事長は、第３項の規定に基づき」と

あるんですけれど、これ第４項ですか。ちょっとよくわからないんですけれど。「第４項の

規定に基づき、原告又は被告となったときは」というのが正確かなと思うのですが、どう

なんでしょうかということです。 

【委員】  これ、いかがでしょうか。 

【事務局】  そうですね、第４項が正しいですね。おそらく既存の第３項……。 

【委員】  うん、現行のね。 

【事務局】  現行第３項をもとにつくったので、おかしくなっているかと。 

【委員】  だけども、この整理した形では４項ですね。ちょっともう一度確認をしてい

ただければ。 

【事務局】  整理します。 

【委員】  このまま最後まで直らないと問題ですので、気づいたところはどこでも、細

かなところでもおっしゃっていただければと思います。いかがでしょうか。新年度予算成

立までの会計処理の規定について、先ほどちょっとご説明がありました。大体挙げられて

いる（１）から（４）まで、それぞれご意見をいただいたようで、これもまた、もし何か

ありましたら後で戻っていただければと思いますけれど。 

 それでは次に進めさせていただきたいと思います。それでは資料１の４でいきますと、
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「多様なマンション形態に対応した管理規約のあり方の検討」、これについて何かご質問、

ご意見がございましたら、どうぞお願いいたします。先ほど事務局のご説明ですと、多様

なマンション、団地型、あるいは複合用途型、非常に実際にはいろいろなものがあるけれ

ども、現行の標準管理規約はかなりその中で限定をしているものだと。だからそういった

意味では、必ずしもこういった団地型とか複合用途型に、すべての場合に対応できるもの

ではない。あるいは標準型でもないけれども、実態にできるだけ対応するようなものに関

してはなかなか難しいので、将来的な課題にしたいということで、現行の団地型、複合用

途型でも、かなり限定されているもの、団地型で言うと数棟の建物で土地を共有している

ようなものに限定している、複合用途型に関しても一部共用部分がある、そういう規定に

ついて、単棟型を修正しているにすぎないということで、そのあたりのことで今回は、よ

りコメントをもう少し充実するような方向性を考えているというご説明でした。 

 ただ、それにしても、さらにコメントでどういう説明を加えたらいいのかということで、

各委員、ご意見、ご指摘などを受けたいということです。いかがでしょうかね。前に申し

上げたように、多分委員なんかもご経験でしょうけれども、現行の団地型とか複合用途型

に対応させるというと大事業で、とてもあと数カ月でというのはなかなか無理で、事務局

の案ですと、それは今後の課題という案でしたけれど。はい、委員。 

【委員】  今後の課題にするということについては賛成なんですけれど、やっぱり全般

関係のところで、団地型にしても複合用途型にしても、なかなかみんなに読んでもらえな

いということと、あと、これ読んだだけだとわかりにくいんだろうと思うんですね。まず

例えば、団地型の場合にはどういう団地を想定しているかということについて、こんな分

厚いマンション管理士の試験を受ける人が読む本があったと思うんですけれど、その本に

平面図みたいな形で、どういう場合に団地が成立するかというのが一目でわかるような簡

単な図があったと思うので、それを全部出す必要はないと思うんですけれど、そういうも

ので、こういう形をここでは想定していますよというふうなことを、ちょっと入れておい

たほうがいいかなということと、あと、今度はツリー型の図がなくなっちゃったんですけ

れども、ツリー型じゃなくて横書きの感じで、並列関係で、こういう考え方でここはでき

ていますということを、団地型と複合用途型で検討してみたらいかがかということが１つ。 

 あと、複合用途型についてのこの全般関係での説明の中身なんですけれども、一部共用

部分というのが、あるような前提になっていますが、そもそも一部共用部分て何かという

のがやっぱりわかりにくい面があるので、そのことをちょっと書いてあげておいたらいい
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かなということと、それから一部共用部分の管理については、全体の利害に関係するもの

とそうでないものとか、いろんな分け方があるので、その中身の、こういう考え方につい

てここではモデルとして出していますというのが、もうちょっとわかりやすく書いていた

だくといいかなと思います。 

【委員】  はい。貴重なご意見だと思います。基本的には今後の課題ということだけれ

ど、今回やはりこのコメントの全般関係を、できるだけわかりやすくと言いますか……。

本文だと難しいけれど、コメントだと、図とか簡単な絵とかというのを入れてもいいんで

しょうかね。どうでしょうかね。これまであまりそういう例はないのかもわかりませんけ

れど。ちょっとそのあたり、多分図をかけば大分わかりやすくなると思うんですよね。そ

のあたりご検討いただいて、わかりやすい工夫をというか。それからこの標準型というの

が、ある限定された場面の標準管理規約なんだよということで、何か団地、あるいは複合

用途型のマンション、すべての標準ではないということが、はっきりこれを読む人に伝わ

るような工夫が必要だと。 

 よろしいでしょうか。団地型、複合用途型。もちろん将来の課題ということなんですけ

れども、課題として次に引き継いでもらうためにご意見をいただいてもよろしいので、今

回無理だけれど、もし何かございましたら。はい、どうぞ。委員。 

【委員】  資料２の３６ページの、まさに最後の最後のところなんですけれど、３６ペ

ージの⑦で、なお書きのところですね。「なお、等価交換によるマンションでは、土地所有

者と区分所有者の衡平に留意することが重要である」となっておりますけれど、じゃ衡平

の要素というのは何なのですかということが、次の段階の議論になると思うんですけれど、

最新の区分所有法では衡平性の要素というものを、区分所有法の３０条３項でいろいろと

例示しております。面積とか区分所有者が支払った対価であるとか、そういうものをここ

に例示しますと、よりわかりやすくなるのではないかと思います。なおかつ、そういうも

のにとらわれず、総合的に考慮してというような一文が法律には入っておりますので、何

でしたら区分所有法の３０条第３項を、そのままここに引用してもよろしいのかなと考え

ます。ただ、文章が長くなりますので、別途考慮しなきゃいけない点はあると思います。 

 あと「等価交換によるマンションでは、土地所有者と」とありますけれど、これは確か

に、一部が分譲される前の段階ではこの表現でいいのかもしれませんけれど、一般的な言

い方ではないのかもしれませんが、旧地権者さんとか、そういう表現のほうがわかりやす

いのではないかと。ここでなお、土地所有者ときますと、いまだにおれのマンションとか、
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そういうようなイメージが出てきやすくなるかなと。これは余計なことかもしれませんが、

文言の表現の仕方についてのみ意見を申し上げました。以上でございます。 

【委員】  どうもありがとうございました。そのほかございますでしょうか。 

 それでは次に移らせていただきます。今度は「その他」というところで、共用部分の範

囲等に関する整理、それから緊急時の管理組合の専有部分への立入請求権の規定、これら

についていかがでしょうか。それぞれ事務局のほうで、資料２で案をつくっていただきま

したけれど。この３８ページ、３７ページの「共用部分の範囲等に関する整理」というの

は、これは前回もご説明がありましたように標準管理委託契約書にならったというか、そ

ういうことですね。そしてもう一度点検してみて、やはりこういった標準管理規約でも、

一つは標準的なものとしても抜け落ちているような付属施設、あるいは共用部分等がある

と。それから例えば玄関ホールなどというのは、エントランスホールと言うのがふさわし

いのではないか。標準管理委託契約書のほうでも先行されていますので、それと違うと、

何か違うようなものだということですので、ですからそれと合わせたということだろうと

思います。このあたりも、もし何か、実務などの観点からご意見ございましたら。 

 この２番目の「緊急時の管理組合の専有部分への立入請求権の規定」ということで、ご

説明があったように、これも請求権というより、むしろ管理組合としては緊急時に立ち入

ることができるという案をこしらえたけれども、それでよろしいかと。ご意見を伺いたい

という先ほどのご説明でしたけれど、このあたりいかがでしょうか。 

 確認なんですけれども、あくまでも標準管理規約、管理規約ですので、この立ち入るこ

とができるというのは、管理を行う者、管理組合などが管理組合のために災害等、あるい

は犯罪もありますけれど、それの立ち入り権で、だからといって必ずしも当然に、今日問

題になっているようないろいろな、子供を放置しているとか、高齢者がどうやらいるらし

いけれどどうなっていると、そこまでは管理組合は直ちに読み込めないですよね。ですか

ら管理組合のために、そういった災害等ということで、もちろん標準型はそうだけれども、

コメントにありますように、当該マンションの地域性、整備の状況等に応じてということ

で、そのあたりはある程度柔軟な書きぶりができるけれども、そのあたりは一般の社会通

念あるいは他の法律との関係に任せるということで、そのあたりまではあまり立ち入って

いない。だからここでは災害とか犯罪とかそういうことで、マンション管理に関係するよ

うな形で専有部分まで立ち入ることができるという理解でよろしいんでしょうね。はい、

委員。 
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【委員】  済みません、４０ページのところなんですけれど、「管理組合のために、緊急

に行う必要がある場合」でいいんですけれども、念を入れて「管理組合のために緊急に行

う必要がある場合で、本人の同意を得ることができない」というのを、ちょっと入れたほ

うがいいんじゃないかと思います。 

【委員】  そうでしょうね。まず本人の同意でしょうね。委員、どうぞ。 

【委員】  ちょっと質問も入るんですけれども、この立ち入り権というのが、通常です

と、専有部分に入ることはできないというのが一般的な認識だと思うんですが、これはこ

ういう災害等の緊急避難という形で、違法性が阻却されるという考えなのか、それとも管

理規約という、一種の部分社会の中での契約と言いますか、そういう形の中で許されるも

のなのか、その辺がまず一つ確認したいということであります。もう一つ、仮に規約とい

う、一種の契約的なものでこれが可能になるということであれば、先ほど委員がおっしゃ

ったような、孤独死の関係だとか、そういったものにも対応できるようなことが示唆され

てもよろしいのかなと思っております。 

【委員】  大きく２点ございましたけれど、どうでしょうかね。難しい問題で。 

【事務局】  そうですね。済みません、これは、事務局というより私の考えでは、違法

性阻却どうこうというのは裁判で争われるもので、ここに書かれているからどうこうとい

う話じゃなく、これは部分社会という形で規約という契約上管理組合が入ることができる

という話だけなのかなということと、あと孤独死ですとか、犯罪等ということが書かれて

おりますので、孤独死は違うとしまして、幼児を放置しているとか高齢者を放置、犯罪が

まさに行われているような状況で、悲鳴が聞こえているとか、そういった場合はどうなの

かというのはありますけれども、この規定に関して言えば、基本的にあまり対象としてお

りませんで、先ほどおっしゃったようなものは含まれてないのかなとは思っております。 

【委員】  はい。前者に関してですけれど、おそらくこの規定がなくても緊急避難的な

ものは許されるんでしょうけれども、あらかじめ規約で、総会の決議において特別多数決

で、お互いのルールとしてそのことを確認しておくと。そういうことでしょうね。ですか

らもちろんこれがなくても可能かもわからないけれども、より、立ち入るときに、委員が

おっしゃったように本人の同意を得るのが前提でしょうけれども、それが得られないよう

な場合、こういう規約があると、管理組合のほうとしても対応しやすいということでしょ

うね。 

 それから、これも事務局からご説明がありましたように、前回でしたかね、あるいは前々
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回、既に標準管理委託契約書で、管理業者、管理会社がこのような規定を管理組合との間

でしていると。標準型として。ですから一方の考え方は、そういう管理会社がこういうこ

とができるのに、管理組合ができないというのはちょっと均衡を失するんじゃないか、そ

ういう実務的な配慮というか、そういうのもあろうかと思います。はい、委員。 

【委員】  立ち入り請求権にするんですか。立ち入り権にするんでしょうか。 

【委員】  これはどうでしょうかね。立ち入ることができるという。 

【委員】  立ち入り権だと私は思いますけれど。 

【委員】  立ち入り請求ではなくてね。 

【委員】  よろしいですか。立ち入り権だとしますと、かなり強烈な……。したがって、

それができる場合、立ち入ることができる場合はかなり制限されることになると思うんで

すね。むしろ、例えば、区分所有者の権利義務で６条２項にあるように共用部分の管理の

ために専有部分の使用を請求できるという、一種の立ち入りも含むわけですけれども請求

権なわけですよね。この６条２項のような規定の存在から見ますと、例えば共用部分のた

めですから、要するに管理組合のために必要な場合、すなわち共同の利益にとって必要だ

と認められる場合にのみ立入りを請求できると書くのが筋なんじゃないでしょうか。立ち

入り権まで書き込めるかというのは、ちょっと疑問です。ただ、絶対に立ち入れないかと

いうと、さっきの緊急避難的な場合はそちらのほうで認められる場合もあるんでしょうけ

れど、立ち入り権というものを規約で果たして書けるのかなというのは、ちょっと、６条

２項のような規定の存在から見ても、請求までしかできないんじゃないかなと思います。 

【委員】  はい。先ほど……。どうぞ、委員。 

【委員】  ３９ページになりますが、２３条１項で立ち入り請求をまず認めていますね。

これ一般的にですね。そして例外的に４項で、天災地変というものに限って立ち入りでき

るというふうに分けてあると思うので、一般的には相手の承認がなければ入れないという

ことですが、こういうケースの場合は緊急を要するということで、立ち入りができるとい

う形での解釈で私は考えているんですけれども。以上です。 

【委員】  はい。先ほど標準管理規約云々と言いましたけれども、それよりまず２３条

内部の問題があって、委員のご指摘は、１項から３項までは立ち入り請求と。だから１項

で立ち入り請求をして、ただし、請求権なんだけれども、請求されたものは正当な理由が

なければこれを拒否してはならないとあるので、だから一つの、委員のおそらくご意見だ

と思いますけれども、こういう書きぶりというのもあるんではないかと。そういうご意見
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と承ってよろしいですね。 

【委員】  はい。 

【委員】  そのあたりをちょっと、次回までに。委員、どうぞ。 

【委員】  済みません、私の個人的な理解では、この４項というのは、まさにどうなる

かはわからないけれど、緊急避難として本人の同意がなくても立ち入ることが許されるで

あろう場合を、こういう書き方をして、みんなでこういうこともあるねというふうな認識

をしましょうという、そういう考え方で定めたものだと思うんですね。だけど、そうだと

すると、やっぱりちょっと不安があることは事実なので、仮にこれをこのまま残すのであ

ればコメントで、緊急避難的なものをこういう形で書いたんだから、これを使うには十分

注意しなさいとか、かなり警告的なコメントを入れておかないと、ちょっとまずい話にな

るのかなという気はいたします。 

【委員】  そのほかどうでしょうか。はい、委員。 

【委員】  管理組合と管理会社ということになると思うんですが、管理委託契約書で、

相手が応じなかったときには立ち入ることができるというふうにしてますよね。それより

も以下の管理組合というのもおかしいと思いますがね。同等程度には認めておかないとい

けないんじゃないかと思います。 

【委員】  そういうご意見。はい、委員。 

【委員】  済みません。標準管理委託契約書で立ち入ることができるというふうに書い

てあるのは、強制的に立ち入ることができるという趣旨で定められているものではなくて、

あくまでも請求なんだと。ただ、書き方としては、立ち入ることができるというふうにな

って、強制的に立ち入ることができるという、そういう解釈のもとに条文がつくられてい

るという理解はしておりません。 

【委員】  多分そうだと思います。 

【委員】  多分ちょっと目的が違うんでしょうね。管理組合の立場からの立ち入りと、

それから管理会社としての委託業務での立ち入りと。若干それは違うんでしょうね。はい、

委員。どうぞ。お手が挙がったようで。 

【委員】  委託契約で今言いましたように、まず請求をして認めなかったときには立ち

入ることができる。で、ここでは別に細かく、委託契約書８条１項の１号、２号で具体的

にこういったようなものが入っておりますね。こういったものを受けてということも入っ

てくるだろうと思います。管理組合のほうは、一般的なもの、これ委託契約の中に入るの

 -31-



かどうかわかりませんけれども、例えばごみをうちの中にためているとか、あるいは孤独

で音さたがないとか、いろいろあるわけですね。それから大規模修繕工事のときの立ち入

りについても拒否されるとか、いろいろケースがあるわけです。委託契約よりもはるかに

範囲が広くなると思うんです。そういったものは、立ち入ることができるというわけには

いかないんですよね。まず立ち入り請求をして、だめなときには、最終的には結局、仮処

分申請を裁判所に起こしてやるというケースになるんです。ですが、天災地変のようなも

のになると、そこまではやっておれないという、時間的に問題がありますので、この程度

で立ち入り権を認めるというのは、あってほしいという、そういうふうに思っております

けれども。 

【委員】  はい、わかりました。なかなか書きぶりが、工夫が必要だろうと思いますけ

れど。はい、どうぞ、委員。 

【委員】  いろいろなご意見を伺いまして、大変参考になっております。細かいことな

んですけれど、４０ページの右側の２行目にある「管理組合のために」という表現が、非

常になじみが薄いと言いますか、例えば「区分所有者全員のために」というのは法律にも

出てくる文言なんですけれど、管理組合のためにという表現が果たして妥当なのかどうか、

ちょっと個人的にまだ結論を導けていないというか、納得し切れていないところがござい

ます。 

 あと、細かいことですけれど、この規定を２３条に挿入するという前提にあっては、こ

の標準管理規約の用語の用い方として、組合員という用語は第６章以降でしか出てまいり

ませんので、このあたりも、組合員ではなくて、区分所有者になるのかなという気がいた

します。また、４０ページの第４項の下から４行目に「立入った専用部分等」とあります

が、これは「専有部分」になるのかなと思われます。基本的に先ほど委員もおっしゃって

おられました、「本人の同意を得ることができない場合」という文言は必ず入れたほうがよ

ろしいと思います。もっと神経質になりますと、例えば緊急に行うことが極めて有効と判

断できる場合とか、かなり神経質になるときりがないんですけれど、これは同意を得るこ

とができないという漠然としたもののほうが、柔軟な運用ができるのかなと考えます。 

 もう一点、全く別の箇所になりますが、３８ページの別表第２の「共用部分の範囲」と

いうところで、３番目ですね、管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室となって、専有部分

に属さない「建物の部分」（規約共用部分）とあるんですけれど、これは左側の、現行の書

き方が非常にシンプルなものとならざるを得なかったのは、おそらく、これ推測なんです
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けれど、この案のように「建物の部分」と言い切ってしまいますと、これはいわゆる区分

所有法１条に規定する、建物の空間、構造上の独立性と利用上の独立性を満たした空間の

みが対象になりますけれど、実は別棟の建物で、基本的に登記の対象になるものであれば、

やはり規約に定めることによって共用部分になるという関係にあります。これは区分所有

法でも明言されているところですので、この３項で、別棟の建物が規約で共用部分とされ

ている可能性が大いに考えられるところでありますので、建物の部分と言い切ってしまう

と、おやおや？ということになるのではないかと考えます。 

 この意見は、マンション標準管理規約を改正する、改定するということになりますと、

団地型とかにも同じ改正を当てはめることになりますが、この共用部分の範囲につきまし

ては、団地型になるとまた表現が全然違うんですね。団地型になると団地共用部分という

か、全員の共有に属するものと棟の共有に属するものというふうに分けて規定がされるこ

とになりますけれど、この場合はほとんどのものが別棟の建物に当たると思われますので、

そういうところとの整合性をきちっと説明できるような表現にするのが望ましいと考えま

す。以上でございます。 

【委員】  どうもありがとうございました。ちょっと気づいたところで、今ご指摘のあ

った３８ページの最後のところですけれど、これ多分、別表２の現行のところでは、集会

室の後に「及びそれらの附属物」と書いてあります。多分ここにも、この規約共用部分の

後ろに「及びそれらの附属物」というのは入るんでしょうね。だからあえてそれを除外す

るという趣旨ではないと思います。標準管理委託契約書のほうは、管理会社はそこまでは

面倒見ないよということで、ひょっとすると除いているのかわかりませんけれども、管理

組合のほうでは多分入れておいたほうがいいと思います。ご検討お願いします。 

 あと数分というか、１０分弱でございますけれども、ご発言がなかった委員の方々、も

し何かございましたら、どうぞ。はい、委員。 

【委員】  実務運用のところといろいろ兼ね合いが出てくるので、詳細になるかと思っ

てコメントしなかったんですけれども、一つは、委員が言われた、役員さんの要件の緩和

の部分ですけれども、もともと「区分所有者で、しかも居住」というものを緩和しようと

いう話と、「区分所有者でなくてもいい」という話と両方あったと思うんですが、今回のコ

メントの趣旨からすると、おそらく居住を中心にしたいということ。ただ、規定からする

と、そうじゃなくてもいいというふうになっていますので、委員がおっしゃったとおり、

区分所有者については居住でなくてもいいが、ただし、その配偶者だとか親族については
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居住要件を当てはめるというふうな規定の仕方のほうが、段階的にはまだいいんではない

かという意見を持っております。一気に拡大するという意見もあると思うんですが、今の

状態だと理事会中心に運用するということなので、できるだけ「居住者」という中で話し

合いができるというのが望ましいのではないかということは考えておりますので、この辺

の書き方だとか考え方は、もう少し整理したほうがいいかなと考えております。 

 それからもう一点は、管理行為、保存行為なんですけれども、法的なところでの議論は

いろいろ進んでいるんですが、管理組合の運営についてはもう一つ、予算主義ということ

が言われております。さっき、これは委員が言われたとおりだと思うんですが、緊急性を

要するものについては度外視しまして、そうじゃないものについてはある程度予算の中で

確保しながら、その執行について理事会にゆだねていくというふうな考え方をしていかな

いと、管理行為だから理事会が何でもやっていくと、決算のところでかなり大きな支出が

出てくるということも生じかねないので、そういう観点も少しここは入れたほうがいいの

ではないかなと考えております。ただ、これは実務運用のところで考えていけばいいとい

う話かなというのも考えていますので、コメントに入れるかどうかはちょっと別問題だと

思いますけれども、そういうふうな考えも持っておかないといけないかなというところで

す。以上です。 

【委員】  どうもありがとうございました。はい、委員。 

【委員】  資料２の１７ページのところの役員の要件で、今のお話と若干共通するとこ

ろもあるんですけれども、現状、居住要件を緩和するという立てつけで文章のほうはつく

っておられて、コメントのほうで、そうは言ってもできるだけ住んでいる方中心のほうが

好ましいという記載をされています。ただ、世の中のマンションの類型を見ますと、リゾ

ートマンションとかワンルーム中心の投資用のマンションは、なかなかオーナーさんがお

住まいにないということで、このような、今いただいている改訂の規約のほうがいいのか

なと思うんですが、ただ、類型的に多分多いと思われる都心とか郊外の実需、ファミリー

タイプのマンションは、多分ここまでの緩和はニーズとしてはないのかなと。私が経験し

た、知っているケースなんかですと、理事に選ばれた候補、大体抽選で住戸で回ってくる

ケースが多いと思うんですが、ご主人が単身赴任でほとんどいないので、じゃあ区分所有

権を持っていない奥さんが理事になりたいんですとかというケースはあるので、その同居

の配偶者とか一親等の親族の部分だけ、条項の中では緩和をして、コメントのほうで、類

型によってはワンルームの投資用とかリゾートマンションについては、居住要件まで緩和
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してもいいようなコメントに変えたほうがいいのかというふうに思っております。以上で

ございます。 

【委員】  どうもありがとうございました。委員、もし何かございましたら。 

【委員】  今日は貴重なご意見を拝聴しまして、まことに参考になりました。確認なん

ですけれども、委員が言われた管理組合の文書の保存、ありますよね。あれは先ほど、区

分所有法の管理者のいろいろ義務だとか、それから既に標準管理規約にもあちこち、理事

長の、関係書類だとかああいったものの保存義務が書かれていますけれども、ああいった

ものをもっとオーバーラップして、何か義務を載っけると。こういう意味になるんでしょ

うか。そこだけちょっと確認したいんですけれど。 

【委員】  今ばらばらでありますよね。できればまとめていただくのが一番いいのかな

とは思います。場合によっては、先ほど申し上げましたけれど、雑則で１条設けて、文書

類についてまとめてやっていただくとか、そういうふうにしていただければわかりやすく

はなると思います。 

【委員】  それぞれあちこちに、今の標準管理規約に載っかっている部分がありますよ

ね。 

【委員】  例えば履歴情報とか、適正化に基づく図書類だとか、いろいろありますから、

あちこちの条にまたがっていますけれども、できればそういうのをまとめて、文書に関す

る管理という格好で、１条設けていただいたほうがありがたいなと思っております。 

【委員】  わかりました。 

【鎌野委員長】  ほぼ時間が来ましたけれども、特に何かご意見、あるいは今後の運営

についてございましたら。それではございませんようでしたら、今後の進め方について、

事務局よりご説明お願いします。よろしくお願いします。 

【山岸課長補佐】  事務局より説明させていただきます。第４回、次回の検討会の日程

でございますけれども、事前に事務局から委員の先生方に調整させていただきましたとお

り、１０月２２日金曜日、１０時から１２時までという形で開かせていただければと思っ

ております。また、本日の議事について議事録を作成し、委員の皆様にご確認の上、発言

者等の氏名を除いて、後日国土交通省のホームページに掲載したいと存じます。また本日

配付している資料につきましても、特に委員の皆様方、ご異論がないようであれば、すべ

てホームページ上にて公開したいと存じております。以上です。 

【鎌野委員長】  よろしいでしょうか。次回の日程、それから資料の公開の点。そのほ
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か何かございませんようでしたら、以上で本日の議題についての審議は終了させていただ

きたいと思います。ほぼ時間どおり終えることができました。ご協力ありがとうございま

した。 

 

―― 了 ―― 


